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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります。著作権法の範囲内でご利用いただき、

私的利用を超えた複製および転載を固く禁じま

す。  

企業の経営課題に関するアンケート（2026 年） 

 

2025 年 3 月の発表は  

2025 年 2 月 28 日（金）午前 9 時 
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2026 年の経営課題について、経営層・マネジャーを対象に『組織・人材』、『財務・リスクマネジ

メント』、『成長戦略』、『生産・サプライチェーン・設備』、『業務改革・DX』の５カテゴリー31 項目

でアンケート調査を行ったところ、「人材強化」が 90.2%と最重要課題として示された。次いで

「取引深耕（66.0％）」や「販路開拓（60.5％）」が取り組むべき課題として挙げられた。 

 
 

帝国データバンクは、2026 年における経営課題について、企業へアンケート調査を実施した。 

・調査期間：2026 年 1 月 20 日～2 月 6 日（インターネット調査）  

・有効回答数：5,241 件（経営層・マネジャー）  

［注１］  企業規模区分は、中小企業基本法と産業競争力強化法に準拠して区分。業種は、TDB 産業分類（1,359 業種）による。 

SUMMARY 

2026/03/04  

経営課題に取り組むうえでの障壁、 

「人材・ノウハウ不足」の解消が鍵 

2026 年の経営課題 
「人材強化」が 90.2％と突出 
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帝国データバンク 

営業企画部マーケティング課 

03-5775-3210（直通）  

tdb_marketing@mail. tdb.co.jp  

2026/03/04   

業種 大企業 中堅企業 中小企業 小規模企業

製造業その他業界 「資本金3億円以下」または「従業員数300人以下」 中小企業の内、「従業員数20人以下」

卸売業 「資本金1億円以下」または「従業員数100人以下」

サービス業 「資本金5千万円以下」または「従業員数100人以下」

小売業 「資本金5千万円以下」または「従業員数50人以下」

従業員数が2,000人
を超える

中小企業を除く、従業
員数が2,000人以下 中小企業の内、「従業員数5人以下」
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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

「人材強化」が 90.2%と最重要、 

「取引深耕」が 66.0%、「販路開拓」が 60.5%で続く 

近年、賃上げや物価の上昇、人手不足など厳しい経営環境が続き、政府は経営状況が悪化した企業の

「早期再生支援」と同時に、将来の成長を見据えた「成長支援」にも力を入れている。一時に比べて受注は

堅調との声が多いものの、原材料やエネルギーコストの上昇を十分に価格へ転嫁できず、利益が確保でき

ていない企業が見られる。また、人手不足により、受注があっても対応できる業務量に限界が生じているケ

ースも散見される。一方で、価格転嫁や賃上げによる人材確保が進んでいる企業も存在し、対応状況の差

によって企業間の二極化が鮮明になっている。 

2026 年は衆議院選挙で自民党が大勝し、高市政権による成長戦略の加速が期待される年でもある。企

業経営の現場では、政策支援をそのまま事業に落とし込める場面ばかりではないが、その動向を視野に入

れつつ自社の経営課題とどう向き合い、どの方向へ舵を切るのかが重要になっている。 

そこで、帝国データバンクでは日々変化する市場環境の中で、企業が重要視する経営課題を把握するた

め、経営層・マネジャーを対象にアンケート調査を実施した。『組織・人材』、『財務・リスクマネジメント』、『成

長戦略』、『生産・サプライチェーン・設備』、『業務改革・DX』の５カテゴリー31 項目で尋ね、企業規模（大

手・中堅・中小・小規模）で分析を行った。 

 

31 項目の経営課題を選択率順に並べた TOP10 を見ると、「人材強化（採用、定着、育成）」が 90.2％

と突出し、「ヒト」の問題が経営環境のボトルネックになっていることが示された。次いで「既存顧客との取引

深耕」66.0%、「販路開拓」60.5%と続き、売上の維持拡大の重要度が高い結果となった。また、「業務の

標準化」58.3%や「賃上げ・評価制度」57.6%といった組織運営・仕組み形成のテーマも上位に入った。 

重要度が高い経営課題 TOP10 

 

「賃上げ・評価制度」が 57.6%、制度の透明性が競争力の核に 

『組織・人材』のカテゴリーでは、「人材強化（採用・定着・育成）」が 90.2％に達し、他の項目を大きく引

き離す結果となった。少子高齢化により生産年齢人口の減少に直面し、人手不足が深刻化するなか、企業
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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

にとって採用が難しい、採用できても定着しない、育成が思うように進まないといった問題が読み取れる。

「大企業」が 98.2％、「中堅企業」96.6％、「中小企業」94.0％、「小規模企業」77.6％となり、規模の大

小を問わず、「人材強化」が最優先の経営課題として位置づけられていることがわかる。企業規模が大きく

なるにつれ、事業領域が広がるため、高度な専門人材を必要とし、獲得競争は激化している。また、「中間マ

ネジメント層の不足」、「教育担当者の不足」、「社内の一体感不足」などの声も多い。一方で規模が小さくな

ると、「ハローワークに求人を出しても応募がない」、「社員の高齢化が進んでいる」など課題の性質が異な

ってくる。 

次いで、「賃上げ・人事評価制度への対応」が 57.6％となった。規模別では「中小企業」が 62.6%と最

も高く、売り手市場のなか、賃金体系や評価制度の透明性などが人材確保に向けて、企業の魅力を左右す

る要素になっていると考えられる。人的資本経営の広がりを背景に、人材を「資本」として捉え、その価値を

最大限に引き出すことの重要性が一段と高まっているといえるだろう。しかし、「中小企業」「小規模企業」で

は、制度整備や処遇改善を行いたくても資金的な制約が大きく、採用したくてもできない状況が続き、人材

強化の必要性は認識しながらも、実行するハードルの高さが浮き彫りになっている。  

組織や人材に対する課題認識は「着手時期」にも表れている。「即時」と「早期」を合わせた「１年以内」に

着手すべきとの回答が 80.5％に達し、5 つのカテゴリーで最も高かった。人手不足や採用競争の激化、デ

ジタル人材の供給不足など容易には解消できない需給の歪みが広がるなか、企業が最優先で向き合わざる

を得ないテーマであることが示唆された。 

【組織・人材】経営課題 /着手時期  

 

小規模企業は「資金繰り」が 61.9%と喫緊の課題 

『財務・リスクマネジメント』のカテゴリーでは、「資金繰り・財務体質の強化」が 52.5％と最も高かった。

特に「小規模企業」が 61.9％と全体より約 10pt 高く、原材料やエネルギーコスト、人件費の高騰、金利・為

替変動など外部環境の変化が続くなか、財務基盤の強化は事業継続に直結する喫緊のテーマとなっている。

政府は資金繰り改善に向けた価格転嫁を進めるために、労務費の転嫁指針策定、相談窓口の整備などの

＜経営課題＞  

［注］赤線はアンケート回答企業全体の割合を示す  

即時  

（３か月以内）  

34.9％  

早期  

（１年以内）  

45.6％  

中長期  

（3 年以内）  

15.5％  

当面は静観  

（時期未定）  

4.1％  

１年以内  

80.5％ 

＜着手時期＞  
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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

支援を行っている。また、2026 年 1 月施行の改正下請法（取適法）により、一方的な価格据え置きに加え

て手形払いが原則禁止され、価格転嫁の円滑化と「中小企業」「小規模企業」の負担軽減が期待される。 

次いで、「コンプライアンス・ガバナンス強化」が 40.7％、「サイバーセキュリティ強化」が 40.5％と続き、

企業に求められる責任やリスク管理の範囲が急速に広がっていることがうかがえる。「大企業」「中堅企業」

では、「コンプライアンス・ガバナンス強化」、「サイバーセキュリティ強化」、「BCP・レジリエンス強化」が全

体と比べて 20pt 前後高かった。近年は、大手企業がサイバー攻撃を受け、業務停止に追い込まれるケー

スが相次いでおり、セキュリティ強化が急務となっている。また、政府が 2026 年度末の開始を目指す「サ

プライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度（SCS 評価制度）」の導入も見据え、企業はサプライ

チェーン全体のセキュリティ水準の底上げに加え、社内統制・BCP・地政学リスク対応を含むガバナンス体

制の強化を求められている。  

【財務・リスクマネジメント】経営課題/着手時期  

 

「取引深耕」66.0%、「販路開拓」60.5%が成長戦略の柱 

『成長戦略』のカテゴリーでは、「既存顧客との取引深耕」が 66.0％と最も高く、「販路開拓」が

60.5％と続いた。原材料高騰や物流費の上昇が続くなか、価格転嫁や付加価値向上によって既存の関

係を強化して収益を増やす必要性が高まっている。もっとも、既存市場だけに依存することはリスクも伴

う。「顧客となりうる製造業が成長産業ではない」、「既存顧客からの発注計画が変更となり、受注が激減

している」、「主な取引先が人員削減を行っており、先行きが不安」といった声も聞かれ、新たな顧客層の

確保に取り組む企業が増えていることが、「販路開拓」の高い割合にも表れている。 

即時  

（３か月以内）  

25.1％  

早期  

（１年以内）  

47.4％  

中長期  

（3 年以内）  

21.2％  

当面は静観  

（時期未定）  

6.4％  

１年以内  

72.5％ 

＜着手時期＞  

［注］赤線はアンケート回答企業全体の割合を示す  

＜経営課題＞  
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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

「販路開拓」を成功させるためには、限られた人員のなかでニーズの高い顧客層を把握することや事

前準備の精度を高めること、サービスの付加価値向上、スキルの向上などが重要となる。実際に、「ター

ゲット企業の事業計画を把握した営業活動」、「利益を確保できる先の新規開拓を含めた取引先の見直

し」、「拠点開設による新たな顧客開拓」、「顧客ニーズに合わせたサービスラインナップの見直し」などの

取り組みにより、成果を出している企業も存在する。なかでも、「中堅企業」は 67.1%と他の規模よりも

高く、販路拡大の成果がサプライチェーンにも波及し、取引先の成長を後押しする可能性がある。しかし、

規模が小さくなるほど、「新規事業を立ち上げる人材がいない」、「販路を広げたいが営業力がない」、

「営業担当の配置や報酬が重要」といった“人材面の課題”が壁になっている。 

その他の課題について規模別にみると、「大企業」は「新事業領域への進出」47.8%、「外部企業との

協業・連携強化」38.9%、「ブランド・マーケティング強化」42.5%、「M&A による事業拡大」30.1%な

ど資金力を伴う取り組みが他の規模と比べて最も高かった。また、政府が成長のエンジンと位置づける

「中堅企業」は、研究開発や M&A、海外展開など多くの項目で全体を 10pt 以上上回り、高い投資意欲

を示した点が特徴的である。 

着手時期では、「1 年以内」70.0％のうち、「即時」をみると 27.8％で『組織・人材』の 34.9％に次い

で高く、成長領域への投資に早急に取り組もうとする企業が多いことが示された。 

【成長戦略】経営課題/着手時期  

 

即時  

（３か月以内）  

27.8％  

早期  

（１年以内）  

42.2％  

中長期  

（3 年以内）  

23.9％  

当面は静観  

（時期未定）  

6.2％  

１年以内  

70.0％ 

＜着手時期＞  

［注］赤線はアンケート回答企業全体の割合を示す  

＜経営課題＞  
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「設備投資」48.0%と「価格転嫁」47.7%が拮抗 

『生産・サプライチェーン・設備』のカテゴリーでは、「設備投資」が 48.0％、「原材料やエネルギーコスト

上昇の価格転嫁」が 47.7％と拮抗する形で上位に挙がった。企業が将来の生産性向上と足元のコスト上

昇の双方に同時対応を迫られている実態が浮き彫りとなった。  

「設備投資」については、「中堅企業」と「中小企業」が全体を上回り、「小規模企業」が 35.6%と規模間

で最も低かった。「小規模企業」にとって設備投資は大きな経営判断を伴うテーマであるが、投資負担は決

して小さくない。老朽化した設備の更新や生産ラインの自動化などに取り組みたくても必要な資金の確保が

難しく、更新を後回しにせざるを得ない場面も多い。  

「原材料費やエネルギーコスト上昇の価格転嫁」についても「中堅企業」と「中小企業」が全体を上回った。

取引構造上の制約から、買い手にも売り手にも強く出にくい状況にあると想定される。価格転嫁のしやすさ

は取引環境や業界構造によっても異なり、十分な転嫁が進まずに収益が圧迫されると投資余力が生まれに

くく、「攻めたいのに攻められない」構造に陥る企業も少なくない。  

今後は、サプライチェーン全体のリスク管理に加え、自動化や付加価値向上、環境に配慮した設備投資の

重要性が一段と高まる見通しであり、企業の投資判断は外部環境の変化にどれだけ柔軟に適応できるかが

問われることとなろう。 

【生産・サプライチェーン・設備】経営課題/着手時期  

 

「AI 活用」「DX 化」「データ活用基盤整備」は企業規模で格差 

『業務改革・DX』のカテゴリーでは、「業務の標準化」が 58.3％と最も高く、次いで「AI 活用」40.4％、

「業務プロセスの DX 化」40.1％、「データ活用基盤の整備」39.0％が僅差で並んだ。生成 AI やデジタル

ツールの普及が急速に進み、活用の度合いが競争力の格差につながるという危機感の表れといえる。 

即時  

（３か月以内）  

22.0％  

早期  

（１年以内）  

47.3％  

中長期  

（3 年以内）  

24.9％  

当面は静観  

（時期未定）  

5.8％  

１年以内  

69.3％ 

＜着手時期＞  ＜経営課題＞ 

［注］赤線はアンケート回答企業全体の割合を示す  
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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

規模別にみると、「AI 活用」「業務プロセスの DX化」「データ活用基盤の整備」において、「大企業」と「中

堅企業」は、「小規模企業」と比べると 30pt 前後の格差があった。企業規模が大きくなると、部門ごとに独

自に構築されたシステムや Excel 運用が残り、全社的なデータ連携が妨げられている状況や DX 人材の

不足といった問題を抱えていることが想定される。 

生成 AI が急速に普及するなかで、日々の業務プロセスの中に AI やデータ活用を組み込めている企業

と、そうでない企業との間では、業務効率だけでなく、意思決定のスピードや提供サービスの質にも差が広

がりつつある。業務が標準化され、データが日常的に活用できる仕組みを持つ企業は、生成 AI からエージ

ェント型 AI、さらにはフィジカル AI へと進む技術の進化にも対応しやすい。一方、規模が小さくなるほど人

材やノウハウ、資金の不足が壁となり、AI を導入してもその効果を実感する段階まで活用できていないケ

ースが多い。 

【業務改革・DX】経営課題 /着手時期  

 

中堅・大企業は 7 割前後が「中期の事業計画」を策定 

事業計画の策定状況をみると企業規模によって傾向の違いが表れた。「大企業」「中堅企業」の多くが「3

～5 年の中期計画」を軸とする一方、「小規模企業」の 44.2％は「都度対応」にとどまる。企業規模が大き

いほど長期的な投資判断を重視し、小さいほど市場変化への即応性を優先する傾向にある。しかし、いず

れの規模でも計画の実行性が成否を分ける。経営課題の把握や将来像の明確化、ビジネスモデル・取引先

戦略・売上および利益目標などの具体化が重要である。 

経営課題に取り組むうえでの対応方針については、「社内中心で一部外部リソース活用」が 57.3%と最

も高く、企業規模が大きくなるにつれて割合は高まる。「主に社内リソース」が 26.7%で続き、規模が小さく

なるにつれて割合が高まる結果となった。「外部リソース活用を予定・検討」は 11.0%となり、規模による差

はあまりみられなかった。 

即時  

（３か月以内）  

20.4％  

早期  

（１年以内）  

48.6％  

中長期  

（3 年以内）  

26.2％  

当面は静観  

（時期未定）  

4.8％  

１年以内  

69.0％ 

＜着手時期＞  ＜経営課題＞  

［注］赤線はアンケート回答企業全体の割合を示す  
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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

また、経営課題に取り組むうえでの障壁を尋ねたところ、「人材の不足」「ノウハウの欠如」「必要なスキル

の不足」が多く挙げられた。社内で対応しきれない領域に、外部専門機関の知見やリソースを活用すること

は有効な打ち手といえる。規模が大きい企業は、M&A や DX領域、リスクマネジメントといった高度な専門

知見を外から取り入れることで施策のスピードと質を高めることができる。先行きが不透明ななかでは、変

化に応じて計画を適切に修正し、スピード感をもって実行することが企業の競争力を左右するだろう。 

事業計画策定状況/対応方針  

 

まとめ 

本調査の結果、「人材強化」が 90.2％で最重要視された。しかし、人手不足が深刻化するなか、部分最

適だけでは期待した効果が得られにくく、全体最適を意識してバランスよく経営課題に取り組む必要がある。 

『財務・リスクマネジメント』においては、「資金繰り・財務体質の強化」が 52.5％と最も高く、特に「小規

模企業」は 61.9%と喫緊の課題として浮上している。原材料やエネルギーコスト、人件費の高騰だけでなく、

金利・為替、地政学リスクなど外部環境の不確実性が高まるなか、財務基盤を強化しつつ、変化に備える姿

勢がうかがえる。また、『生産・サプライチェーン・設備』で「設備投資（48.0％）」と「原材料・エネルギーコス

ト上昇の価格転嫁（47.7％）」が拮抗したことは、生産性・付加価値向上とコスト対応の両立が避けて通れ

ないことを示す結果といえよう。 『業務改革・DX』では、「業務の標準化」が 58.3％と最も高かった。これ

は、属人的な運用や部門間の分断を解消し、財務・調達・現場・IT・人事などが足並みを揃え、収益の最大

化という同じ目標に向かって一気通貫で動くための、全社共通のルール作りが急務であることを示している。 

数年前から続く、市場での企業間の優勝劣敗の流れのなかで、2026 年は外部環境の激変を背景に、各

社の対応力の差がより表面化しやすい状況にある。もはや目先の安定に終始するだけでは、この環境下で

持続的な成長軌道を確保することは容易ではない。  

本調査の『成長戦略』カテゴリーでは、「既存顧客との取引深耕（66.0％）」と「販路開拓（60.5％）」が二

本柱として挙がった。既存顧客との関係深化による収益安定と、新規獲得による成長確保の両立には、政府

が推進する「国内投資拡大」の流れに乗ることが有効な一手となり得る。特に政策資源が集中する半導体・

AI、防衛産業、造船等の「重点投資 17 分野」や「中堅企業」が形成する成長サイクルに主体的に参画する

ことが、中長期的な成長基盤を強固にする。自社の強みと市場でのポジショニングを生かした事業計画を構

築し、実行と改善のサイクルを継続して回すことが、厳しい環境を勝ち抜き、持続的な成長への道筋となる

だろう。 

＜事業計画策定状況＞  ＜経営課題取り組みの対応方針＞ 
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企業の経営課題に関するアンケート（2026年） 

（Appendix）企業規模区分別の経営課題  

＜組織・人材＞ 

 

＜財務・リスクマネジメント＞ 

 

＜成長戦略＞ 

 

＜生産・サプライチェーン・設備＞ 

 

＜業務改革・DX＞ 

 

全体
人材強化（採用、

定着、育成）

賃上げ・人事評

価制度への対応
事業承継

雇用流動化（副

業、外部人材活

用の対応）

その他 課題はない

(5241) 90.2 57.6 19.5 8.0 1.3 1.5

大企業 (113) 98.2 60.2 9.7 9.7 3.5 0.0

中堅企業 (146) 96.6 61.0 8.2 10.3 2.1 0.0

中小企業 (3727) 94.0 62.6 18.2 7.3 1.0 0.4

小規模企業 (1255) 77.6 42.4 25.4 9.6 1.9 4.9

建設業・不動産業 (1092) 92.7 52.3 19.2 9.5 1.4 1.8

製造業 (1483) 90.4 63.0 21.2 5.9 1.6 0.7

卸売業 (1361) 88.8 55.2 19.8 6.9 1.4 1.7

小売業 (128) 93.8 57.8 14.8 10.2 0.0 1.6

運輸業 (249) 92.4 68.7 14.1 5.6 0.4 1.2

サービス業 (868) 87.9 56.1 19.2 11.4 1.2 2.1

北海道 (196) 91.3 60.7 17.9 10.7 1.0 2.6

東北 (279) 91.4 62.7 17.9 8.2 0.7 0.4

関東 (2127) 88.8 54.4 20.8 8.0 1.6 2.3

北陸 (278) 92.4 63.7 14.7 4.7 1.1 0.4

中部 (726) 91.0 63.9 19.6 6.9 0.8 1.0

近畿 (858) 89.0 54.5 21.1 7.6 1.7 0.9

中国 (292) 93.5 55.1 18.5 6.8 0.3 0.3

四国 (140) 94.3 64.3 15.7 12.9 0.7 0.7

九州・沖縄 (345) 92.8 60.9 15.7 10.7 0.9 1.2

企

業

規

模

区

分

業

種

エ

リ

ア

全体
資金繰り・財務

体質の強化

コンプライアン

ス・ガバナンス強

化

サイバーセキュリ

ティ強化

金利上昇・為替

変動への対応

BCP・レジリエン

ス強化

地政学リスクへ

の対応（日中関

係、ロシア・ウク

ライナ情勢など）

通商政策リスク

への対応（米国

関税措置など）

その他 課題はない

(5241) 52.5 40.7 40.5 34.9 19.2 8.0 2.9 0.9 4.9

大企業 (113) 31.9 69.9 69.9 21.2 39.8 7.1 3.5 0.0 1.8

中堅企業 (146) 40.4 67.8 56.8 33.6 41.8 17.1 7.5 1.4 0.7

中小企業 (3727) 50.4 44.4 44.1 37.2 21.3 7.8 3.0 0.8 3.9

小規模企業 (1255) 61.9 24.1 25.3 29.6 8.6 7.6 2.2 1.0 8.4

建設業・不動産業 (1092) 56.2 43.0 33.5 30.8 13.6 2.5 0.5 0.5 6.4

製造業 (1483) 54.6 35.6 44.4 37.0 25.3 11.6 5.2 0.9 3.7

卸売業 (1361) 49.1 38.5 40.9 42.8 20.3 11.7 3.9 1.0 3.9

小売業 (128) 56.3 43.0 32.0 41.4 13.3 6.3 2.3 0.8 5.5

運輸業 (249) 47.8 49.0 33.7 36.5 16.1 6.0 1.6 0.8 5.2

サービス業 (868) 50.8 46.3 44.6 21.8 15.9 3.2 0.9 1.2 6.5

北海道 (196) 49.5 42.9 32.1 31.6 12.8 7.1 1.5 0.0 6.6

東北 (279) 60.2 41.9 36.2 38.0 19.7 4.7 1.8 0.4 3.9

関東 (2127) 54.5 41.7 40.7 31.7 17.2 8.7 2.8 0.9 5.4

北陸 (278) 45.3 38.8 40.6 34.9 20.5 6.1 2.9 1.4 4.3

中部 (726) 50.3 37.6 42.8 37.6 22.9 7.6 3.9 1.2 4.7

近畿 (858) 46.5 39.0 41.1 36.0 21.4 9.1 3.5 1.0 4.7

中国 (292) 59.9 41.4 38.0 38.0 19.5 8.2 3.1 0.7 2.1

四国 (140) 54.3 47.1 44.3 45.0 30.0 6.4 2.1 0.0 2.9

九州・沖縄 (345) 53.3 41.7 41.2 38.8 16.5 6.7 2.3 0.6 5.8

企

業

規

模

区

分

業

種

エ

リ

ア

全体
ブランド・マーケ

ティング強化

M&Aによる事

業拡大
海外事業展開

地域活性化の対

応

事業の再編（売

却、整理）

(5241) 25.9 12.2 8.6 7.1 4.1

大企業 (113) 42.5 30.1 14.2 8.0 11.5

中堅企業 (146) 32.2 26.0 27.4 10.3 8.2

中小企業 (3727) 26.9 12.6 8.8 7.1 3.7

小規模企業 (1255) 20.9 8.0 5.4 6.5 4.1

建設業・不動産業 (1092) 24.4 12.8 2.0 11.6 5.2

製造業 (1483) 25.6 8.3 14.2 4.2 3.6

卸売業 (1361) 25.7 12.8 10.4 6.5 3.4

小売業 (128) 38.3 14.8 3.1 10.2 7.0

運輸業 (249) 14.1 15.3 6.0 6.0 6.4

サービス業 (868) 29.4 15.3 5.9 6.0 3.7

北海道 (196) 27.0 16.8 2.6 12.2 4.6

東北 (279) 26.5 11.1 2.9 10.0 2.9

関東 (2127) 23.4 11.0 9.6 5.0 4.5

北陸 (278) 28.4 11.9 4.7 4.7 4.3

中部 (726) 26.9 12.8 9.6 9.2 3.6

近畿 (858) 26.7 12.8 10.7 5.5 3.0

中国 (292) 28.4 15.4 8.9 8.9 4.5

四国 (140) 31.4 8.6 5.0 15.7 7.1

九州・沖縄 (345) 30.4 14.5 7.5 10.7 4.1

企

業

規

模

区

分

業

種

エ

リ

ア

全体

設備投資（拠点、

店舗、生産・物流

設備等の新設/

更新/増強）

原材料費やエネ

ルギーコスト上

昇の価格転嫁

調達網の強化・

見直し

カーボンニュート

ラル・GX対応

海外事業・拠点

の国内回帰（生

産、調達、物流な

ど）

その他 課題はない

(5241) 48.0 47.7 35.1 8.7 3.0 2.0 10.4

大企業 (113) 45.1 41.6 26.5 16.8 2.7 6.2 16.8

中堅企業 (146) 56.2 54.8 37.0 22.6 11.6 0.7 2.7

中小企業 (3727) 52.0 49.6 34.1 9.4 2.9 1.9 9.1

小規模企業 (1255) 35.6 41.8 38.8 4.4 2.4 2.2 14.3

建設業・不動産業 (1092) 34.9 43.4 40.7 9.5 0.6 1.5 11.6

製造業 (1483) 65.7 65.5 34.7 11.3 4.3 1.5 2.2

卸売業 (1361) 40.5 46.6 43.3 7.7 4.7 1.7 9.2

小売業 (128) 57.8 40.6 27.3 7.0 0.8 0.8 4.7

運輸業 (249) 63.1 45.8 13.3 9.2 1.6 1.2 6.0

サービス業 (868) 40.6 26.3 24.3 4.7 2.0 4.5 26.0

北海道 (196) 46.9 44.4 32.1 12.8 1.0 2.0 8.7

東北 (279) 53.4 54.5 29.4 4.3 1.4 1.4 9.0

関東 (2127) 42.5 44.0 37.6 7.3 3.4 2.5 13.4

北陸 (278) 58.3 53.2 27.7 8.3 1.4 2.9 5.8

中部 (726) 52.6 51.4 33.6 11.7 3.7 1.8 8.1

近畿 (858) 49.0 48.6 36.1 8.5 3.5 1.3 9.2

中国 (292) 52.7 51.0 32.2 9.9 2.4 1.0 7.9

四国 (140) 57.9 57.1 35.0 12.9 1.4 1.4 4.3

九州・沖縄 (345) 50.1 45.8 35.9 10.7 2.6 2.3 9.9

企

業

規

模

区

分

業

種

エ

リ

ア

全体

業務の標準化

（規程、業務手

順、KPI運用な

ど）

AI活用

業務プロセスの

DX化（CRM、

SFA、ERP、グ

ループソフトウェ

ア、会計ソフトな

どの導入/刷新）

データ活用基盤

の整備（データ

統合、分析、可視

化の仕組みな

ど）

取引先管理の仕

組み化（与信判

断、モニタリン

グ）

その他 課題はない

(5241) 58.3 40.4 40.1 39.0 21.5 1.0 5.0

大企業 (113) 57.5 65.5 61.9 57.5 17.7 0.9 0.9

中堅企業 (146) 53.4 56.8 65.8 59.6 26.7 0.0 0.7

中小企業 (3727) 60.3 42.9 44.2 40.9 21.1 0.8 3.4

小規模企業 (1255) 53.2 28.8 22.9 29.4 22.5 1.4 10.9

建設業・不動産業 (1092) 59.5 37.1 40.2 34.8 22.9 1.1 6.8

製造業 (1483) 60.9 38.3 43.4 44.6 18.5 1.0 3.7

卸売業 (1361) 57.3 38.4 39.8 39.7 29.7 1.1 4.0

小売業 (128) 60.9 39.1 28.9 44.5 18.8 0.0 5.5

運輸業 (249) 59.0 34.5 42.6 34.5 17.3 0.8 7.2

サービス業 (868) 53.0 52.3 35.1 34.0 13.7 0.7 6.2

北海道 (196) 60.2 38.3 46.9 34.7 23.0 0.0 6.1

東北 (279) 60.6 39.1 38.4 39.4 26.2 1.1 3.2

関東 (2127) 56.0 40.8 37.8 39.1 20.6 0.9 6.2

北陸 (278) 62.9 38.5 42.1 39.2 18.7 1.1 1.8

中部 (726) 61.4 41.0 40.4 40.8 21.1 1.2 4.7

近畿 (858) 56.2 39.3 40.9 36.6 22.0 0.7 5.4

中国 (292) 63.4 42.5 42.1 36.3 23.3 0.7 3.8

四国 (140) 55.0 45.7 52.9 42.9 18.6 1.4 2.9

九州・沖縄 (345) 61.7 39.7 41.2 43.2 23.8 1.4 3.5

企

業

規

模

区

分

業

種

エ

リ

ア

全体
既存顧客との取

引深耕
販路開拓

新事業領域への

進出

商品・サービス

の研究開発

外部企業との協

業・連携強化

(5241) 66.0 60.5 32.0 28.3 26.7

大企業 (113) 62.8 53.1 47.8 31.0 38.9

中堅企業 (146) 65.8 67.1 39.0 39.7 30.1

中小企業 (3727) 66.9 61.6 33.1 28.7 26.0

小規模企業 (1255) 63.7 57.1 26.5 25.7 27.1

建設業・不動産業 (1092) 62.6 47.3 26.6 13.5 28.8

製造業 (1483) 65.4 63.2 31.3 39.9 24.9

卸売業 (1361) 70.8 71.6 34.5 29.5 24.8

小売業 (128) 58.6 60.9 33.6 35.2 20.3

運輸業 (249) 70.7 51.0 26.9 10.4 25.7

サービス業 (868) 64.4 57.9 36.2 29.3 30.8

北海道 (196) 68.4 52.0 25.5 26.0 29.6

東北 (279) 72.0 63.8 29.4 22.6 25.4

関東 (2127) 65.3 59.2 30.7 29.3 28.7

北陸 (278) 63.7 63.3 33.1 27.7 21.2

中部 (726) 65.4 62.1 32.9 29.1 24.1

近畿 (858) 66.0 63.9 33.3 29.1 25.8

中国 (292) 68.5 58.2 37.0 25.7 29.1

四国 (140) 70.0 59.3 35.7 25.0 24.3

九州・沖縄 (345) 63.8 59.1 33.3 29.0 24.3

企

業

規

模

区

分

業

種

エ

リ

ア


